
 

 

 

様式第８ 法第49条第１項及び第４項第４号・第５号関係（農地転用の許可・農用地区域内の

開発行為の許可） 
 

１ 復興整備計画の区域における被災関連市町村の農業の健全な発展を図るための施策の推進

に関する基本的な事項 

①  被災市町村の農業の復興及び発展の基本的な方針 

・ 津波による被災農地や農業用施設については、早期に復旧・復興を図る。 

・ 水田農業を基幹とした沿岸部、内陸部の農地について、基盤整備済み地域は早期な復旧と併せ、規模拡大と

平準化による作業効率化を進める。基盤整備施行中又は計画地区は地区範囲の拡大見直しを進め、大区画ほ

場整備による作業効率化と担い手への農地利用集積を進める。 

・ 沿岸部の露地野菜・施設園芸の農地については、生産体制や生産技術を継承し、省力近代化機械・施設の拡

充を進め、主産地形成を進める。 

・ 防災集団移転に伴う農業集落跡地の利用として、畑地造成や農業施設等の用地整備を行い、農業復興を促進

する。 

②  農業関係施策の推進に関する方針（農業生産基盤整備等の実施予定等） 

【災害復旧事業】（宮城県事業） 

・ 宮戸干拓地区は災害復旧事業を推進する。 

・ 野蒜地区及び宮戸地区の堤防及び排水機場の災害復旧を推進し、農地として復興を推進する。 

・ 洲崎地区排水機場（受益面積：87.8ha）を整備する。(農山漁村地域復興基盤総合整備事業）(平成24年度～

平成26年度) 

・ 小野地区192.2ha、野蒜地区171.5ha、南下地区33.5ha、五味倉地区55.7haの災害復旧事業を実施した。 

・ 北赤井地区195.8haを実施したほか、蛇沼向地区285ha、東小松地区144.4ha、上福田地区38.3haで施行中の

ほ場整備を推進する。 

【農山漁村地域復興基盤総合整備事業】（宮城県事業） 

・ 大曲地区166.9haのほ場整備を推進する。うち32.0ha施工中。（平成23年度～平成27年度） 

・ 西矢本地区217.0ha aのほ場整備を推進する。（平成24年度～平成27年度） 

※大曲地区は面工事1年目被災、西矢本地区は法手続き中被災であり、地区範囲を拡大しほ場整備事業を推

進するものである。 

【農業再生復興】（東松島市事業） 

・ 小野地区、野蒜地区、南下地区、五味倉地区は、基盤整備済み地区であり、県災害復旧事業と連携し、営農

再開に向けた復旧が進められていることから、営農組織の活動の支援によるさらなる農業再生を推進する。

・ 農業の再生に向け、担い手農家の組織化、法人化を進め復興交付金等を活用した共同利用施設等の整備を行

う。 

・ 復興交付金事業を活用した農業施設整備を行う大曲地区、西矢本地区では、事業の進捗に連動した担い手及

び組織活動を支援し農地集積を推進するとともに、集落営農組織体制整備を支援し、営農再開に向けた取り

組みを行う。 

・ 大曲地区横沼集落･上納集落、西矢本地区立沼集落で実践していた施設園芸は、復興交付金事業を活用した

施設整備による、営農再開に向けた取り組みが行われており、今後も継続的に支援を行う。 

【集団移転跡地活用】（東松島市事業） 

・ 浜須賀地区（約8.7ha）、立沼地区（約22.3ha）、牛網・浜市地区（約32.0ha）、野蒜地区（洲崎）（約

74.9ha）の集団移転の宅地跡地ついては、防災緑地等として市が一部管理するほか、農地(畑地)、農業用施

設用地として転換を行い、集落営農の進展を図る。また、農業法人の新規参入など農業振興を推進する。 

（注）(1) 「① 被災市町村の農業の復興及び発展の基本的な方針」は、農業の復興と生産性の高い営農を実現す

るため、どのような地域農業を目指していくのか等の基本的な方針を明確に記載する。 

   (2) 「② 農業関係施策の推進に関する方針」は、復興整備計画の区域全体の農業生産基盤整備等の施策の

実施方針を記載する。 
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２ １の施策を推進するために必要な農地の確保及びその利用に関する基本的な事項 

① 農地の確保の方針（農地制度・農業振興地域制度の適正な運用及び諸施策を通じた農地の確保の方針）

今回の震災により生産基盤に甚大な被害を受けたことから、今後、地域農業の発展を図るためには優良農地

の確保を基本とする。一方で、壊滅的な被害を受けた市街地や集落の復興を推進する必要がある。このため、

集団移転事業等に係る土地利用との総合的な調整を行いつつ、適正な農用地区域の設定による優良農地の確保

を図る。具体的には、次の施策展開に努める。 

①適正な農用地利用計画の策定による農用地等の保全を図る 

②農業生産基盤整備による農業経営の規模拡大を図り、農用地等の効率的かつ総合的な利用を促進する 

③農業を担うべき者の育成及び確保のための農業近代化施設整備等を推進する 

④農業従事者の安定的な就業の促進と農業集落の生活環境整備を推進する 

② 農地の利用の方針（住宅地等の移転跡地の農業利用を含む） 

1,500.3haの農地の復旧・復興を基本とする。農地の生産基盤の再興に向けては、農業用施設や排水施設を期

復旧するとともに、除塩と有害物質の除去を実施していることから、今後とも農業生産基盤整備、農業近代 

化事業等農業に関する公共投資、融資事業を実施し、農業の振興に努める。また、防災集団移転促進事業等に

伴う跡地の施設園芸等への土地利用転換や復興一体事業の実施を推進する。 

 

③ 復興整備事業ごとの農地等との調整状況 

  別紙様式のとおり 

（注）(1) １の②の施策を推進するために必要な「農地の確保の方針」は、市町村全体における農業の健全な発

展に向けた農地の確保の取り組みについて記載する。 

     (2) 「農地の利用の方針」は、農業・農村の復興マスタープラン及び復興関連施策の事業計画・工程表等

を踏まえ、被災農地の復旧・復興による農地の利用の方針及び住宅地等の移転跡地の農業利用の方針

等について記載する。 

 

３ 当該土地利用方針に係る被災関連都道県の知事の意見（法第 49 条第２項の規定による協議

会が組織されていない場合等（共同作成を除く。）） 
 

該当なし 
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別紙様式（復興整備事業ごとの農地等との調整状況） 

１ 農地転用等を伴う復興整備事業と農地等との調整調書 

（別紙様式１） 

図面 

記号 
地区名 

復興整備 

事業の種類 

土地の主な

用途の種類

  

事 業 

 

主 体 

 

施 行 

予 定 

年 度 

 

予定人口

（世帯数）

の規模等

 

土地利用

 

区  分

 

 

移転元との関連 

 
面 積 

うち 

農地 

面積 

うち 

農振地

域面積

うち 

農用地 

区域面積

Ａ地区 
野蒜北部丘

陵地区 

市街地開発

事業及び災

害公営住宅

整備事業及

び集団移転

促進事業 

住宅地 91.2ha 3.2ha 3.2ha 3.0ha 東松島市 H24～H28
1,708人 

(562戸) 

市街化調

整区域 

移転元：Ⅰ地区、48.5ha 

市街化区域(野蒜東名運河北地区) 

1,276人（345戸） 

移転跡地：産業・緑地等利用48.5ha

 

移転元：Ⅱ地区、58.1ha 

市街化区域・市街化調整区域（野蒜

東名運河南地区）2,832人（765戸）

移転跡地:公園･農地等利用58.1ha 

 

移転元:Ⅲ地区、53.7ha 

市街化区域（大曲浜地区） 

1,679人（568戸） 

移転跡地：工業用地利用53.7ha 

 

移転元：Ⅳ地区、5.4ha 

市街化調整区域（浜須賀地区） 

263人（90戸） 

移転跡地：農地等利用8.7ha 

 

移転元:Ⅴ地区、16.2ha 

市街化調整区域（立沼地区） 

484人（168戸） 

移転跡地：農地等利用16.2ha 

 

移転元：Ⅵ地区、37.0ha 

市街化調整区域(牛網・浜市地区) 

1,071人（343戸） 

移転跡地：農地等利用37.0ha 

 

 

Ｂ地区 
東矢本駅北

地区 

市街地開発

事業及び災

害公営住宅

整備事業及

び集団移転

促進事業 

住宅地 21.9ha 19.4ha 21.9ha 19.3ha 東松島市 H24～H28
1,700人 

(559戸) 

市街化調

整区域 

Ｃ地区 矢本西地区

集団移転促

進事業及び

災害公営住

宅整備事業 

住宅地 6.0ha 5.4ha 6.0ha 5.4ha 東松島市 H24～H27
350人 

(116戸) 

市街化調

整区域 

Ｄ地区 牛網地区 
集団移転促

進事業 
住宅地 4.5ha 2.2ha ‐ ‐ 東松島市 H24～H27

246人 

(74戸) 

市街化調

整区域 

Ｅ地区 月浜地区 

集団移転促

進事業及び

災害公営住

宅整備事業 

住宅地 2.8ha 1.2ha 2.8ha ‐ 東松島市 H24～H27
133人 

(29戸) 

市街化調

整区域 
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Ｆ地区 大浜地区 

集団移転促

進事業及び

災害公営住

宅整備事業 

住宅地 3.1ha 1.3ha 3.1ha 1.3ha 東松島市 H24～H27
62人 

(18戸) 

市街化調

整区域 

移転元：Ⅶ地区、3.2ha 

市街化調整区域(月浜地区) 

174人（38戸） 

移転跡地：水産業等利用 3.2ha 

 

移転元：Ⅷ地区、3.7ha 

市街化調整区域(大浜地区) 

142人（40戸） 

移転跡地：水産業等利用 3.7ha 

 

移転元：Ⅸ地区、4.2ha 

市街化調整区域(室浜地区) 

228人（61戸） 

移転跡地：水産業等利用 4.2ha  

Ｇ地区 室浜地区 

集団移転促

進事業及び

災害公営住

宅整備事業 

住宅地 2.8ha 1.2ha - - 東松島市 H24～H27
136人 

(37戸) 

市街化調

整区域 

Ｈ地区 
柳の目北 

地区 

災害公営住

宅整備事業 
住宅地 4.0ha 3.7ha 4.0ha - 東松島市 H25～H27

247人 

(85戸) 

市街化調

整区域 

移転元：Ⅹ地区 343.3ha 

市街化区域及び市街化調整区域 

(矢本・大曲・赤井地区) 

9,617人（3,642戸） 

移転跡地：自主再建住宅等 343.3ha
Ｉ地区 

小松沢田前

地区 

災害公営住

宅整備事業 
住宅地 0.9ha 0.9ha 0.8ha 0.8ha 東松島市 H26～H27

128人 

(44戸) 

市街化調

整区域 

Ｊ地区 
野蒜中下 

地区 

都市施設の

整備に関す

る事業 

中学校地 4.2ha 1.3ha 1.3ha 1.3ha 東松島市 H26～H28 － 
市街化調

整区域 

移転元： 地区 2.3ha 

市街化調整区域(鳴瀬第二中学校) 

移転跡地：公園農地等利用 2.3ha 

Ｌ地区 
東矢本駅北

地区 

都市施設の

整備に関す

る事業 

市民センタ

ー地、体育

館地、子育

て支援施設

地 

5.7ha 4.7ha 4.7ha 4.7ha 東松島市 H26～H27 － 
市街化調

整区域 
－ 

Ｎ地区 小野地区 

都市施設の

整備に関す

る事業 

小学校地、

避難用地 
7.0ha 2.8ha 2.8ha 1.4ha 東松島市 H28～H31 － 

市街化調

整区域 

移転元： 地区1.0ha 

市街化調整区域(浜市小学校) 

移転跡地：民間利用1.0ha 

Ｏ地区 
柳の目西 

地区 

災害公営住

宅整備事業 
住宅地 3.9ha 3.6ha 3.9ha - 東松島市 H28～H31

290人 

(100戸) 

市街化調

整区域 

移転元：Ⅹ地区 343.3ha 

市街化区域及び市街化調整区域 

(矢本・大曲・赤井地区) 

9,617人（3,642戸） 

移転跡地：自主再建住宅等 343.3ha

計    158.8ha 50.9ha 54.5ha
37.2ha

  
5,000人 

(1,624戸)
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留意事項：本様式は、農林水産大臣又は被災関連都道県知事の同意を得る際に復興整備事業ごとの農地等との調整様式として用いること。 

なお、農林水産大臣又は復興関連都道県知事は、本様式を同意の際に＾添付すること。同意できない地区がある場合は、当該地区欄に取消線を記

載し、理由を付して被災関連市町村等に示すこと。 

（注） (1) 本様式については、復興整備計画及び土地利用方針に記載されているものの内、農地転用又は農用地区域内の開発行為を伴うすべての復興整

備事業について記載する。 

(2) 「復興整備事業の種類」は、法律第 46 条第２項第４号に規定する市街地開発事業、土地改良事業（非農用地区域を創設する場合）、復興一体

事業、集団移転促進事業等の事業名を記載する。 

(3) 「予定人口（世帯数）の規模等」は、「土地の主な用途の種類」が住宅地の場合に記載する。なお、予定人口（世帯数）は、「移転元」の移

転人口（世帯数）と最大でも同程度となるよう調整することに留意すること。 

(4) 「土地利用区分」は、都市計画の市街化区域内、市街化調整区域内、非線引き都市計画区域の用途地域内、非線引き都市計画区域の用途地域

外、都市計画区域外の別を記載する。 

(5)「移転元との関連」には、土地利用方針の復興整備事業総括図中の移転元の図面番号（Ⅰ、Ⅱ、…）、面積、土地利用区分（都市計画の市街化

区域内、市街化調整区域内、非線引き都市計画区域の用途地域内、非線引き都市計画区域の用途地域外、都市計画区域外の別）、移転人口（世

帯数）及び移転跡地の利用計画等を記載する。 
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２ 調整措置概要 

 

地区名：Ａ地区 野蒜北部丘陵地区                                           （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 
事業地区名 事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

 該当なし       

        

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 新市街地の汚水排水は北上川下流流域下水道に、雨水排水は公共下水道に接続し東名運河及び松島湾に放流する予定であり、周辺農地での営農に支障は生じな

い。 

・ 周辺農地への農業用水は当該事業区域内の農業用ため池を利用した形態であることから、流域面積等を保全しながら代替ため池の整備を行い、必要となる貯水

量を確保し周辺農地での営農に支障が無いようにする。代替ため池については、東松島市野蒜北部丘陵地区被災市街地復興土地区画整理事業の機能補償として

実施するものとし、営農に支障が無いように、造成工事に先立ち整備する計画である。 

・ 市街地の東部側を管理している鳴瀬土地改良区、西部側を管理している大東地区水利組合及び市農林水産課と調整、確認済みであり周辺農地での営農に支障が

生じないように市街地を形成する。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 市街地整備の進捗に併せ、事業完了年度（H28）に農用地利用計画の変更等の手続きを行う。 

・ 市街化区域編入の実施予定年度等については、今後検討する。 

（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のものであ

って、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該事業の

受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより農林漁

業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を準用し、その

調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの予定時

期について記載する。  
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 地区名：Ｂ地区 東矢本駅北地区                                           （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 

事業地区

名 
事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

①-A 
国営かんが

い排水 
河南地区 農林水産省 5395.0ha 

S46～

S56 
21.9ha 完了 直轄 

大曲浜地区市街地及び浜須賀集落は災害危険区域とし

て住居建築の制限を行うことにより、新たな住宅地の確

保が課題であり、既存の市街化区域内に必要な住宅地用

地が確保できないことから、市街地住宅地の区域拡大が

必要となっている。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区、宮城県東部地方振興事

務所との協議調整を了しており、農業者も異論はない

が、代替え耕作農地を望む場合は農業委員会と連携し斡

旋を行う。 

被災市街地復興土地区画整理事業の施行区域周辺は、

大区画ほ場整備や農地の利用集積等を進め低コスト、省

力化を進めるほか、担い手となる農業者の育成を図る。 

①-B 
県営かんが

い排水 
河南地区 宮城県 5000.0ha 

S48～

S63 
21.9ha 完了 補助

大曲浜地区市街地及び浜須賀集落は災害危険区域とし

て住居建築の制限を行うことにより、新たな住宅地の確

保が課題であり、既存の市街化区域内に必要な住宅地用

地が確保できないことから、市街地住宅地の区域拡大が

必要となっている。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区、宮城県東部地方振興事

務所との協議調整を了しており、農業者も異論はない

が、代替え耕作農地を望む場合は農業委員会と連携し斡

旋を行う。 

被災市街地復興土地区画整理事業の施行区域周辺は、

大区画ほ場整備や農地の利用集積等を進め低コスト、省

力化を進めるほか、担い手となる農業者の育成を図る。 
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①-D 

国営土地改

良区調査「

河南二期地

区」 

河南二期

地区 
農林水産省 4994ha

H23～

H27 
21.9ha 実施中 直轄

大曲浜地区市街地及び浜須賀集落は災害危険区域とし

て住居建築の制限を行うことにより、新たな住宅地の確

保が課題であり、既存の市街化区域内に必要な住宅地用

地が確保できないことから、市街地住宅地の区域拡大が

必要となっている。 

当該地を将来的な事業区域から除外することについて

は、東北農政局北上土地改良調査管理事務所、河南矢本

土地改良区及び市農業委員会と協議調整を了している。 

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 新市街地の汚水排水は北上川下流流域下水道に、雨水排水は防災調整池で流量調整を行った後、既存排水路に排水する計画としており、周辺農地での営農に支

障は生じない。 

・周辺農地への農業用水は、幹線用水路が新市街地を通過していることから、新市街地からの排水を分離し、下流域の農地での営農に支障が生じないようにする。

・ 農業用用排水に関係する河南矢本土地改良区と調整、確認済みであり周辺農地での営農に支障が生じないように市街地を形成する。また、事業区域に隣接して

残存する農地についても、営農に支障が生じないよう農業用用排水の確保を行うことについて調整、確認を行っている。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 市街地整備の進捗に併せ、事業完了年度（H28）に農用地利用計画の変更等の手続きを行う。 

・ 市街化区域編入の実施予定年度等の手続きについては、今後検討する。 
（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のものであ

って、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該事業の

受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより農林漁

業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を準用し、その

調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの予定時

期について記載する。 
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２ 調整措置概要 

 

 地区名：Ｃ地区 矢本西地区                                              （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 

事業地区

名 
事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

①-A 
国営かんが

い排水 
河南地区 農林水産省 5395.0ha 

S46～

S56 
6.0ha 完了 直轄 

立沼集落は災害危険区域として住居建築の制限を行う

ことにより、新たな住宅地の確保が課題であり、既存の

市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できないことか

ら、市街地住宅地の区域拡大が必要となっている。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区、宮城県東部地方振興事

務所との協議調整を了しており、農業者も異論はない

が、代替え耕作農地を望む場合は農業委員会と連携し斡

旋を行う。 

防災集団移転促進事業の施行区域周辺は、大区画ほ場

整備や農地の利用集積等を進め低コスト、省力化を進め

るほか、担い手となる農業者の育成を図る。 

①-B 
県営かんが

い排水 
河南地区 宮城県 5000.0ha 

S48～

S63 
6.0ha 完了 補助 

立沼集落は災害危険区域として住居建築の制限を行う

ことにより、新たな住宅地の確保が課題であり、既存の

市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できないことか

ら、市街地住宅地の区域拡大が必要となっている。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区、宮城県東部地方振興事

務所との協議調整を了しており、農業者も異論はない

が、代替え耕作農地を望む場合は農業委員会と連携し斡

旋を行う。 

防災集団移転促進事業の施行区域周辺は、大区画ほ場

整備や農地の利用集積等を進め低コスト、省力化を進め

るほか、担い手となる農業者の育成を図る。 
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①-D 

国営土地改

良区調査「

河南二期地

区」 

河南二期

地区 
農林水産省 4994ha

H23～

H27 
6.0ha 実施中 直轄

立沼集落は災害危険区域として住居建築の制限を行う

ことにより、新たな住宅地の確保が課題であり、既存の

市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できないことか

ら、市街地住宅地の区域拡大が必要となっている。 

当該地を将来的な事業区域から除外することについて

は、東北農政局北上土地改良調査管理事務所、河南矢本

土地改良区及び市農業委員会と協議調整を了している。

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 事業区域内の汚水排水は北上川下流流域下水道に、雨水排水は防災調整池で流量調整を行った後、既存排水路に排水する計画としており、周辺農地での営農

に支障は生じない。 

・ 周辺農地への農業用水は、事業区域からの排水を分離し、下流域の農地での営農に支障が生じないよう防災集団移転促進事業の機能補償として、営農に支障

ないように、造成工事に先立ち整備する計画である。 

・ 農業用排水に関係する河南矢本土地改良区と調整、確認済みであり周辺農地での営農に支障が生じないように整備事業を実施する。また、事業区域に隣接し

て残存する農地についても、営農に支障が生じないよう農業用用排水の確保を行うことについて調整、確認を行っている。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 整備事業の進捗に併せ、事業完了年度（H27）に農用地利用計画の変更等の手続きを行う。 

・ 周辺の市街化調整区域内集落と調和がとれた土地利用とする計画である。 

（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のものであ

って、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該事業の

受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより農林漁

業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を準用し、その

調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの予定時

期について記載する。  
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２ 調整措置概要 

 

 地区名：Ｄ地区 牛網地区                                               （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 
事業地区名 事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

 該当なし       

        

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 事業区域内の汚水排水は北上川下流流域下水道に、雨水排水は防災調整池で流量調整を行った後、既存排水路に排水する計画としており、周辺農地での営農

に支障は生じない。 

・ 事業区域内に農業用水路が通過しているが、老朽化が激しく、事業区域からの排水を分離することはもちろん、下流域の農地での営農に支障が生じない措置

及び安全対策上からも、防災集団移転促進事業の機能補償として、造成工事に先立ち用水路整備を行う計画である。 

・ 農業用用排水に関係する鳴瀬土地改良区と調整、確認済みであり周辺農地での営農に支障が生じないように整備事業を実施する。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 周辺の市街化調整区域内集落と調和がとれた土地利用とする計画である。 

（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のものであ

って、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該事業の

受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより農林漁

業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を準用し、その

調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの予定時

期について記載する。  
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２ 調整措置概要 

 

 地区名：Ｅ地区 月浜地区                                               （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 
事業地区名 事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

 該当なし       

        

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 事業区域内の汚水排水は移転跡地整備として漁業集落防災機能強化事業で整備する予定の地区コミュニティプラントで処理する計画であるほか、雨水排水は

排水路を整備し松島湾に排水する予定であり、周辺農地での営農に支障は生じない。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 周辺の市街化調整区域内集落と調和がとれた土地利用とする計画である。 

（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のものであ

って、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該事業の

受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより農林漁

業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を準用し、その

調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの予定時

期について記載する。  
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２ 調整措置概要 

 

 地区名：Ｆ地区 大浜地区                                               （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 
事業地区名 事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

 該当なし       

        

③  周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・事業区域内の汚水排水は地区コミュニティプラントで処理する計画であるほか、雨水排水は防災調整池で流量調整を行った後、既存排水路に排水する計画と 

しており、周辺農地での営農に支障は生じない。 

・ 周辺農地への農業用水は、事業区域からの排水を分離し、下流域の農地での営農に支障が生じないよう防災集団移転促進事業の機能補償として、営農に支障

ないように、造成工事に先立ち整備する計画である。 

・ 農業用用排水に関係する鳴瀬土地改良区と調整、確認済みであり周辺農地での営農に支障が生じないように整備事業を実施する。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 整備事業の進捗に併せ、事業完了年度（H27）に農用地利用計画の変更等の手続きを行う。 

・ 周辺の市街化調整区域内集落と調和がとれた土地利用とする計画である。 

（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のものであ

って、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該事業の

受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより農林漁

業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を準用し、その

調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの予定時

期について記載する。  
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２ 調整措置概要 

 

 地区名：Ｇ地区 室浜地区                                               （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 
事業地区名 事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

 該当なし       

        

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 事業区域内の汚水排水は移転跡地整備として漁業集落防災機能強化事業で整備する予定の地区コミュニティプラントで処理する計画であるほか、雨水排水は

排水路を整備し松島湾に排水する予定であり、周辺農地での営農に支障は生じない。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 周辺の市街化調整区域内集落と調和がとれた土地利用とする計画である。 

（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のものであ

って、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該事業の

受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより農林漁

業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を準用し、その

調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの予定時

期について記載する。  
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２ 調整措置概要 

 

 地区名：Ｈ地区 柳の目北地区                                               （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 

事業地区

名 
事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

①-A 
国営かんが

い排水 
河南地区 

農林水産

省 
5395.0ha 

S46～

S56 
4.0ha 完了 直轄 

災害により住宅を失った被災者に低廉な家賃の公営住

宅を供給し、住生活の確保・維持を図る必要があるが、

既存の市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できない

ことから、既存市街地に近接する本地を災害公営住宅建

設地として整備する。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区、宮城県東部地方振興事

務所との協議調整を了しており、農業者も異論はない

が、代替え耕作農地を望む場合は農業委員会と連携し斡

旋を行う。 

また、災害公営住宅の整備にあたっては、周辺農地及

び耕作道等への影響や営農環境に支障を来さないよう配

慮する。 

①-B 
県営かんが

い排水 
河南地区 宮城県 5000.0ha 

S48～

S63 
4.0ha 完了 補助 

災害により住宅を失った被災者に低廉な家賃の公営住

宅を供給し、住生活の確保・維持を図る必要があるが、

既存の市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できない

ことから、既存市街地に近接する本地を災害公営住宅建

設地として整備する。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区、宮城県東部地方振興事

務所との協議調整を了しており、農業者も異論はない

が、代替え耕作農地を望む場合は農業委員会と連携し斡

旋を行う。 

また、災害公営住宅の整備にあたっては、周辺農地及

び耕作道等への影響や営農環境に支障を来さないよう配

慮する。 
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①-D 

国営土地改

良区調査「

河南二期地

区」 

河南二期

地区 

農林水産

省 
4994ha

H23～

H27 
4.0ha 実施中 直轄

災害により住宅を失った被災者に低廉な家賃の公営住

宅を供給し、住生活の確保・維持を図る必要があるが、

既存の市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できない

事から、既存市街地に近接する本地を災害公営住宅建設

用地として整備する。 

当該地を将来的な事業区域から除外することについて

は、東北農政局北上土地改良調査管理事務所、河南矢本

土地改良区及び市農業委員会と協議調整を了している。

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 事業区域内の汚水排水は北上川下流流域下水道に、雨水排水は防災調整池で流量調整を行った後、既存排水路に排水する計画としており、周辺農地での営農

に支障は生じない。 

・ 周辺農地への農業用水は、事業区域からの排水を分離し、下流域の農地での営農に支障が生じないよう災害公営住宅整備事業の機能補償として、営農に支障

ないように、造成工事に先立ち整備する計画である。 

・ 農業用排水に関係する河南矢本土地改良区と調整、確認済みであり周辺農地での営農に支障が生じないように整備事業を実施する。また、事業区域に隣接し

て残存する農地についても、営農に支障が生じないよう農業用用排水の確保を行うことについて調整、確認を行っている。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 周辺の市街化調整区域内集落と調和がとれた土地利用とする計画である。 

（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のものであ

って、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該事業の

受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより農林漁

業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を準用し、その

調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの予定時

期について記載する。  
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２ 調整措置概要 

 

 地区名：I地区 小松沢田前地区                                              （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 

事業地区

名 
事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

①-A 
国営かんが

い排水 
河南地区 農林水産省 5395.0ha 

S46～

S56 
0.8ha 完了 直轄 

災害により住宅を失った被災者に低廉な家賃の公営住

宅を供給し、住生活の確保・維持を図る必要があるが、

既存の市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できない

ことから、既存市街地の周辺である本地を災害公営住宅

建設地として整備する。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区、宮城県東部地方振興事

務所との協議調整を了しており、農業者も異論はない

が、代替え耕作農地を望む場合は農業委員会と連携し斡

旋を行う。 

また、災害公営住宅の整備にあたっては、周辺農地及

び耕作道等への影響や営農環境に支障を来さないよう配

慮する。 

①-B 
県営かんが

い排水 
河南地区 宮城県 5000.0ha 

S48～

S63 
0.8ha 完了 補助 

災害により住宅を失った被災者に低廉な家賃の公営住

宅を供給し、住生活の確保・維持を図る必要があるが、

既存の市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できない

ことから、既存市街地の周辺である本地を災害公営住宅

建設地として整備する。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区、宮城県東部地方振興事

務所との協議調整を了しており、農業者も異論はない

が、代替え耕作農地を望む場合は農業委員会と連携し斡

旋を行う。 

また、災害公営住宅の整備にあたっては、周辺農地及

び耕作道等への影響や営農環境に支障を来さないよう配

慮する。 
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①-D 

国営土地改

良区調査「

河南二期地

区」 

河南二期

地区 
農林水産省 4994ha

H23～

H27 
0.8ha 実施中 直轄

災害により住宅を失った被災者に低廉な家賃の公営住

宅を供給し、住生活の確保・維持を図る必要があるが、

既存の市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できない

事から、既存市街地の周辺である本地を災害公営住宅建

設用地として整備する。 

当該地を将来的な事業区域から除外することについて

は、東北農政局北上土地改良調査管理事務所、河南矢本

土地改良区及び市農業委員会と協議調整を了している。 

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 事業区域内の汚水排水は下小松地区農業集落排水に、雨水排水は既存排水路に排水する計画としており、周辺農地での営農に支障は生じない。 

・ 周辺農地への農業用水は、事業区域からの排水を分離し、下流域の農地での営農に支障が生じないように造成工事に先立ち整備する計画である。 

・ 農業用排水に関係する河南矢本土地改良区と調整、確認済みであり周辺農地での営農に支障が生じないように整備事業を実施する。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 整備事業の進捗に併せ、事業完了年度（H27）に農用地利用計画の変更等の手続きを行う。 

・ 周辺の市街化調整区域内集落と調和がとれた土地利用とする計画である。 

（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のものであ

って、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該事業の

受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより農林漁

業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を準用し、その

調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの予定時

期について記載する。  
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２ 調整措置概要 

 

 地区名：Ｊ地区 野蒜中下地区                                               （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 
事業地区名 事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

①-Ｃ 
県営ほ場

整備事業 
野蒜地区 宮城県 171.5ha 

H5 ～

H14 
1.3ha 完了 補助 

被災を受けた鳴瀬第二中学校は、現地再建が不可能な

ため、現在、鳴瀬第一中学校と合併した形で賄っている

が、生徒数が倍増し、敷地不足等の問題が生じており、

合併した新たな学区内に統合した学校施設を整備する事

が急務となった。学区内の移転候補地は、全て事業受益

地にかかる状況の下、環境調査や立地条件(自然環境･利

便性･事業費等)を踏まえ、極力、周辺農地での営農に支

障の無い丘陵部に囲まれた土地で且つ、矩形の優良農地

を含まない敷地にて施行区域を選定した。 

含まれる受益地は、全体受益地の末端であることか

ら、用水路は廃止、排水機能については地区内に設ける

調整池及び排水路により機能代替維持することで、市農

業委員会、鳴瀬土地改良区と調整済である。 

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 事業区域内の汚水排水は公共下水道に、雨水排水は防災調整池で流量調整を行った後、既存排水路に排水する計画としており、周辺農地での営農に支障は生

じない。 

・ 農業用用排水に関係する鳴瀬土地改良区と調整、確認済みであり周辺農地での営農に支障が生じないように整備事業を実施する。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 整備事業の進捗に併せ、事業完了年度（H28）に農用地利用計画の変更等の手続きを行う。 

・ 周辺の市街化調整区域内集落と調和がとれた土地利用とする計画である。 
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（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のものであ

って、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該事業の

受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより農林漁

業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を準用し、その

調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの予定時

期について記載する。  
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２ 調整措置概要 

 

 地区名：Ｌ地区 東矢本駅北地区                                               （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 

事業地区

名 
事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

①-A 
国営かんが

い排水 
河南地区 農林水産省 5395.0ha 

S46～

S56 
4.7ha 完了 直轄 

東松島市は、東日本大震災により津波被害を受け、沿

岸部からの集団移転や津波からの多重防御施設等の整備

を進めている。さらに、市民が今後も安心・安全に暮し

続けるために、津波に備えた防災、減災、早期復旧が可

能な都市としての機能が求められ、市役所の防災機能と

の連携及び補完を行い、市全体の防災機能強化を図る公

共公益施設が集積した新たな市の核となる市街地エリア

を形成し「防災力の向上と快適な市民生活を支える復興

拠点」として整備を行うものである。 

そのためには、既存の市街化区域内に必要な用地が確

保できないことから、立地条件(自然環境･利便性･事業費

等)を踏まえ、極力、周辺農地での営農に支障の無い土地

を施行区域として選定した。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区と協議調整を了してお

り、整備にあたっては、周辺農地及び耕作道等への影響

や営農環境に支障を来さないよう配慮する。 

①-B 
県営かんが

い排水 
河南地区 宮城県 5000.0ha 

S48～

S63 
4.7ha 完了 補助

東松島市は、東日本大震災により津波被害を受け、沿

岸部からの集団移転や津波からの多重防御施設等の整備

を進めている。さらに、市民が今後も安心・安全に暮し

続けるために、津波に備えた防災、減災、早期復旧が可

能な都市としての機能が求められ、市役所の防災機能と

の連携及び補完を行い、市全体の防災機能強化を図る公

共公益施設が集積した新たな市の核となる市街地エリア

を形成し「防災力の向上と快適な市民生活を支える復興

拠点」として整備を行うものである。 

そのためには、既存の市街化区域内に必要な用地が確

保できないことから、立地条件(自然環境･利便性･事業費
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等)を踏まえ、極力、周辺農地での営農に支障の無い土地

を施行区域として選定した。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区と協議調整を了してお

り、整備にあたっては、周辺農地及び耕作道等への影響

や営農環境に支障を来さないよう配慮する。 

①-D 

国営土地改

良区調査「

河南二期地

区」 

河南二期

地区 
農林水産省 4994ha

H23～

H27 
4.7ha 実施中 直轄

東松島市は、東日本大震災により津波被害を受け、沿

岸部からの集団移転や津波からの多重防御施設等の整備

を進めている。さらに、市民が今後も安心・安全に暮し

続けるために、津波に備えた防災、減災、早期復旧が可

能な都市としての機能が求められ、市役所の防災機能と

の連携及び補完を行い、市全体の防災機能強化を図る公

共公益施設が集積した新たな市の核となる市街地エリア

を形成し「防災力の向上と快適な市民生活を支える復興

拠点」として整備を行うものである。 

そのためには、既存の市街化区域内に必要な用地が確

保できないことから、立地条件(自然環境･利便性･事業費

等)を踏まえ、極力、周辺農地での営農に支障の無い土地

を施行区域として選定した。 

当該地を将来的な事業区域から除外することについて

は、東北農政局北上土地改良調査管理事務所、河南矢本

土地改良区及び市農業委員会と協議調整を了している。 

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 新市街地の汚水排水は北上川下流流域下水道に、雨水排水は防災調整池で流量調整を行った後、既存排水路に排水する計画としており、周辺農地での営農に

支障は生じない。 

・ 周辺農地への農業用水は、幹線用水路が新市街地を通過していることから、新市街地からの排水を分離し、下流域の農地での営農に支障が生じないようにす

る。 

・ 農業用用排水に関係する河南矢本土地改良区と調整、確認済みであり周辺農地での営農に支障が生じないように整備事業を実施する。また、事業区域に隣接

して残存する農地についても、営農に支障が生じないよう農業用用排水の確保を行うことについて調整、確認を行っている。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 市街地整備の進捗に併せ、事業完了年度（H27）に農用地利用計画の変更等の手続きを行う。 

・ 市街化区域編入の実施予定年度等の手続きについては、今後検討する。 
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（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のもの

であって、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該

事業の受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長

等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより

農林漁業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を

準用し、その調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの

予定時期について記載する。 
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２ 調整措置概要 

 

 地区名：Ｎ地区 小野地区                                               （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 
事業地区名 事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

 該当なし       

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 事業区域内の汚水排水は北上川下流流域下水道に、雨水排水は防災調整池で流量調整を行った後、既存排水路に排水する計画としており、周辺農地での営農

に支障は生じない。 

・ 農業用用排水に関係する鳴瀬土地改良区と調整、確認済みであり周辺農地での営農に支障が生じないように整備事業を実施する。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 整備事業の進捗に併せ、事業完了年度（H31）に農用地利用計画の変更等の手続きを行う。 

・ 周辺の市街化調整区域内集落と調和がとれた土地利用とする計画である。 
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２ 調整措置概要 

 

 地区名：Ｏ地区 柳の目西地区                                               （別紙様式２） 

 

① 農業関係施策との調整状況 

農業 

関係施策

図面番号

関係施策 

事業名 

事業地区

名 
事業主体 受益面積等

施行

年度

復興整備事業の施行区域

に含まれる受益地・施設 施策の

種別 

当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に 

含める必要性及び調整措置状況 受益面積・

施設等 
施行状況

①-A 
国営かんが

い排水 
河南地区 農林水産省 5395.0ha 

S46～

S56 
3.9ha 完了 直轄 

災害により住宅を失った被災者に低廉な家賃の公営住

宅を供給し、住生活の確保・維持を図る必要があるが、

既存の市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できない

ことから、既存市街地に近接する本地を災害公営住宅建

設地として整備する。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区、宮城県東部地方振興事

務所との協議調整を了しており、農業者も異論はない

が、代替え耕作農地を望む場合は農業委員会と連携し斡

旋を行う。 

また、災害公営住宅の整備にあたっては、周辺農地及

び耕作道等への影響や営農環境に支障を来さないよう配

慮する。 

①-B 
県営かんが

い排水 
河南地区 宮城県 5000.0ha 

S48～

S63 
3.9ha 完了 補助 

災害により住宅を失った被災者に低廉な家賃の公営住

宅を供給し、住生活の確保・維持を図る必要があるが、

既存の市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できない

ことから、既存市街地に近接する本地を災害公営住宅建

設地として整備する。 

当該地を事業区域から除外することについては、市農

業委員会、河南矢本土地改良区、宮城県東部地方振興事

務所との協議調整を了しており、農業者も異論はない

が、代替え耕作農地を望む場合は農業委員会と連携し斡

旋を行う。 

また、災害公営住宅の整備にあたっては、周辺農地及

び耕作道等への影響や営農環境に支障を来さないよう配

慮する。 
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① -D 

国営かんが

い排水事業

「河南二期

地区」 

河南二期

地区 
農林水産省 4,707ha

H28～

H39 
3.9ha 実施中 直轄

災害により住宅を失った被災者に低廉な家賃の公営住

宅を供給し、住生活の確保・維持を図る必要があるが、

既存の市街化区域内に必要な住宅地用地が確保できない

事から、既存市街地に近接する本地を災害公営住宅建設

用地として整備する。 

当該地を将来的な事業区域から除外することについて

は、東北農政局、河南矢本土地改良区及び市農業委員会

と協議調整を了している。 

② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策 

・ 事業区域内の汚水排水は北上川下流流域下水道に、雨水排水は防災調整池で流量調整を行った後、既存排水路に排水する計画としており、周辺農地での営農

に支障は生じない。 

・ 周辺農地への農業用水は、事業区域からの排水を分離し、下流域の農地での営農に支障が生じないよう災害公営住宅整備事業の機能補償として、営農に支障

ないように、造成工事に先立ち整備する計画である。 

・ 農業用排水に関係する河南矢本土地改良区と調整、確認済みであり周辺農地での営農に支障が生じないように整備事業を実施する。また、事業区域に隣接し

て残存する農地についても、営農に支障が生じないよう農業用用排水の確保を行うことについて調整、確認を行っている。 

③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定 

・ 復興まちづくり計画の実施内容が確定した段階で土地利用計画（国土利用計画）の変更を行う予定である。 

・ 周辺の市街化調整区域内集落と調和がとれた土地利用とする計画である。 

（注）(1) 国の直轄又は補助等による事業で、完了（昭和 44 年農業振興地域の整備に関する法律制定以降に完了）したもの、実施中のもの、調査計画中のものであ

って、復興整備事業の施行区域に含まれるもの及びそれに接続しているものについて記載する。 

   (2) 「受益面積等」は、当該事業の受益面積を記載する。また、「復興整備事業の施行区域に含まれる受益地・施設」の「受益面積・施設等」は、当該事業の

受益地面積のうち復興整備事業の施行区域に含まれることとなる受益面積又は農業用用排水路等の施設が含まれる場合には、その施設及び延長等を記載する。 

   (3) 「施策の種別」は、直轄、補助等を記載する。 

   (4) 「当該事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含める必要性及び調整措置状況」は、事業受益地等を復興整備事業の施行区域に含めることにより農林漁

業と調整を要することとなる事項について、「都市計画と農林漁業との調整措置について」（平成 14 年農村振興局長通知）の第３章の第２を準用し、その

調整措置状況を記載する。なお、周辺農林漁業関係施策に影響を及ぼす場合には、必要に応じ調整措置状況に関する資料を別途添付する。 

   (5) 「② 周辺農地へ及ぼす影響と必要な対策」は、都市用排水による周辺農地に及ぼす影響と必要な対策について記載する。 

   (6) 「③ 当該事業に係る土地利用基本計画の変更等（再ゾーニング）の実施予定」は、当該事業に係る再ゾーニングが必要な場合は、再ゾーニングの予定時

期について記載する。  
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Ｎ地区 都市施設の整備に関する事業（小野地区） 

Ｊ地区 都市施設の整備に関する事業（野蒜中下地区） 

①-C 東松島市ほ場整備地区位置図 
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